
平成２７年２月２０日

国 土 交 通 省

水防法等の一部を改正する法律案について

１．背景

多発する浸水被害に対処するとともに、下水道管理をより適切なものとするため、

浸水想定区域制度の拡充、雨水貯留施設の管理協定制度の創設、下水道施設の適切

な維持管理の推進、日本下水道事業団による下水道管理者の権限代行制度の創設等

の措置を講ずる。

２．概要

（１）想定し得る最大規模の洪水・内水・高潮への対策

現行の洪水に係る浸水想定区域について、想定し得る最大規模の降雨を前提とした区

域に拡充するとともに、新たに、いわゆる内水及び高潮に係る浸水想定区域制度を設け

る。

（２）比較的発生頻度の高い内水に対する地域の実情に応じた浸水対策

都市機能が集積し、下水道のみでは浸水被害への対応が困難な地域において、民間の

設置する雨水貯留施設を下水道管理者が協定に基づき管理する制度等を創設するととも

に、汚水処理区域の見直しに伴い、下水道による汚水処理を行わない地域において、雨

水排除に特化した下水道整備を可能とする措置を講ずる。

（３）持続的な機能確保のための下水道管理

下水道の機能を持続的に確保するため、下水道の維持修繕基準を創設するとともに、

下水道管理の広域化・共同化を促進するための協議会制度の創設、日本下水道事業団が

高度な技術力を要する管渠の更新や管渠の維持管理及び下水道工事の代行をできるよう

にする等の措置を講ずる。

（４）再生可能エネルギーの活用促進

再生可能エネルギーの活用を促進するため、下水道の暗渠内に民間事業者が熱交換器

を設置することを可能とする規制緩和を行う。

３．閣議決定日
平成２７年２月２０日（金）

問い合わせ先

（１）関係

水管理・国土保全局水政課 寺前、山田、倉信

連絡先：03-5253-8111（内線35-232,35-227,35-213）03-5253-8439（直通）

（２）～（４）関係

水管理・国土保全局下水道部下水道企画課 橘、森岡、橋口

連絡先：03-5253-8111（内線34-122,34-114）03-5253-8427（直通）


